
 

 

平成 24年度林野庁補助事業 

地域材供給倍増事業（公共建築物等への地域材の利用促進及び木質バイオマスの利用拡大） 

木材のトレーサビリティの確保課題事業 

 

需要側企業に対する合法木材利用促進の普及 

事業報告 

 

【事業概要】 

本事業は、主に最終消費者を顧客とする小売業を対象に絞込み、合法木材に対する意識向

上のみならず、調達方針の策定など即効性のあるアクションにつながるような実務的な情報提供

の場となるダイアログや、セミナーを開催し、幅広い木材需要企業の合法木材利用促進につなげ

る。 

 

【事業報告概要】 

1. 小売業者とのダイアログを実施 

(ア) スーパーチェーン業界 

 イオン、セブン＆アイ、ユニーの三社を個別に訪問。三社とも「合法木材」については、

認知していなかった。 

i)イオン 

 助成金拠出など、環境保全全般に対して関心は高い。 

 調達面では、端緒についたばかりではあるが、サプライチェーン管理に取り組み始

めた。2012 年は社内検討に費やし、2013 年から 3 年で全社的な管理体制を構築

する計画。 

 木質原料に関しては、紙製品で FSC 認証材の調達など、生物多様性に配慮した

紙製品として売り出している。 

 木材製品では取組みなし。家具等での調達に関しても視野に入っていなかった。

今後、取組みの一歩としては、プライベートブランド（PB）で可能性があるかも知れ

ない。 

ii)セブン＆アイ 

 基本的にサプライチェーン管理等、調達面については、まだ考えていない。他者

の動きを見ている様子。 

 森林保全活動としては、ITTOの事業に資金拠出など、積極的に取り組んでいる。 

 紙や木材製品では取組みなし。主に食品など、紙・木材よりも優先的に取り組むべ

き問題が多く、木材まで手が回らない。 

iii)ユニー 

 環境省が取組むエコ・ファースト制度の加盟企業 39 社の一社。プライベートブラン

ドの一つとして、「eco!on」という環境配慮商品のブランド化に成功している。再生紙

利用やその他ユニー社独自の環境配慮基準に基づき、原料からこだわって製品
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開発、サプライチェーン管理を実施している。再生紙 100％のトイレットペーパーや

洗剤等がある。 

 「合法性」といった件は、「eco!on」のラインアップに加えることができれば、そうした

ことも配慮することができるだろう。ただし、ラインアップに加えること、つまり売れる

ことが大前提である。 

 消費者教育はとても重要。エコ・ファースト企業としての約束事の一つに「環境教

育」をあげている同社は、紙漉きや、地産地消の手作り木製品ワークショップ等のイ

ベントを通して環境教育／木育にも取り組んでいるが、そうした教育による市場作り

がなければ、「合法木材」は広がらないのでは？ 

 実際、「eco!on」製品の一つ、再生紙 100％のトイレットペーパーは回収牛乳パック

100％を実現した製品で、東海地域における環境教育イベント等とタイアップで回

収率をあげていった実績あり。 

 

(イ) DIY（ホームセンター）業者 

 （社）日本 DIY 協会、日本チェーンストア協会を個別に訪問。「合法木材」については

DIY協会は「聞いてはいるが内容はよく把握していない」、日本チェーンストア協会は認

知していなかった。 

i)日本 DIY協会 

 協会員の環境配慮に関する意識は各社まちまちで、全体的に低い。基本的に「合

法木材」の取り扱いはない。 

 協会員の中でやや環境意識の高い企業への口添え、個別訪問を依頼したが、対

応は難しいとのことだった。 

 協会に「環境委員会」があり、その委員会に林野庁から講師を招いて、合法木材の

説明会を企画・提案したが、対応は難しいとのことだった。 

ii)日本チェーンストア協会 

 協会として「合法木材」等について何か指導できる立場でもなく、するものでもな

い。 

 

2. 主に小売業者を対象とした企業向けセミナーを開催（2013年 3月 15日開催） 

 別紙を参照のこと 

 

3. その他 

(ア) 家具メーカーへの対応 

 2013年 3月 3日より運用開始される EU木材法に関する問い合わせが、計 5社から問

い合わせがあった。 
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